
・他インフラ占用事業者との協業による効率化
・広域連携による地域に偏りのない最適マネジメント

広域連携による道路等インフラメンテナンスの効率化

PPP／PFI手法に関するシーズ提案書

②提案の概要

①提案によって解決する自治体の課題のイメージ

様式１

自治体の職員数の推移

１．概要
道路等のメンテナンスに関わる点検から修繕までの⼀連の業務に対し、インフラ
メンテナンスで培ったDXノウハウや他インフラ占用事業者との調整スキルを活か
す等で、包括的、かつ、効率的なインフラマネジメントを⾏い、メンテナンス費用
削減、⾃治体等の職員負担の軽減、地域の利便性向上を図るものである。
また、日本全土をカバーした広域的なエリアマネジメント体制により地域に偏り
のないインフラマネジメントを実現、全体最適による効果の最大化を目指すもの
である。
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☑インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討
□官民連携グリーンチャレンジモデル

⾃治体は、労働人口減少に伴う税収減が想定される⼀⽅、地域を⽀える膨大なインフラ設備の⽼朽化の拡大によりＤＸ等によるメンテナンスコス
トの削減が急務である。また、同じく⾃治体職員数の減少も想定され、今後、官⺠連携による⺠間事業者のノウハウを活用した効率的なインフラ事
業運営を確⽴していくことが必要がある。

・道路等のインフラ設備の健全性確保
・道路管理者等の⾃治体の職員数不⾜の解決
・財源不⾜の解決、地域の多様なニーズに対する対応、地域活性化

・道路管理等のDX等活用によるメンテナンスコストの削減
・道路⾏政等に関する⺠間ノウハウ活用による職員負担の軽減

課題

ポイント

解決策

背景



PPP／PFI手法に関するシーズ提案書

②提案の概要 ③スキーム（技術）の導入により得られる効果

様式１

④カメラ搭載⾞両による道路周辺情報管理の
効率化
概要
カメラ搭載⾞両を⾛⾏させることで⾃動で画像
等を取得し、道路周辺情報を効率的に取得可

⑥地図情報サービスによるインフラ管理DX
概要
地図情報システムの活用により、視覚的に
分かりやすく効率的な設備等管理を実現す
るもの

③道路⼯事調整DX
概要
道路⼯事調整会議をオンライン化し､各企業が
⼊⼒した⼯事計画を自動集約､一元管理できる
もの

⑤橋梁本体及び添架設備の共同点検による
効率化
概要
橋梁本体と添架管路の点検を⺠間（添架
企業）が共同実施するなかで、DXツールを活
用し日常及び災害時の点検効率化を図るもの

効果
調整会議に伴う
職員負担の軽減

効果
点検稼働の削減

効果
⾃治体及び添架企業の点検費用削減
路上規制の最小化

効果
設備等管理の効率化

効果
⽴会受付業務の
職員負担の軽減

広域連携による道路等インフラメンテナンスの効率化

②⽴会受付等のオンライン化
概要
道路⼯事に伴う埋設物調査、⽴会受付等を
オンライン化し､受付情報の一元管理、埋設物
有無のオンライン回答等が可能となるもの

その他
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①道路占⽤許可申請のオンライン化
概要
道路占⽤申請のオンライン化による申請・受付
可能なシステム

効果
窓口業務に伴う職員負担の軽減

オンライン申請オンライン受付

占⽤Web
クラウド型サービス

☑インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討
□官民連携グリーンチャレンジモデル

※①の詳細は別提案「道路占⽤許可申請のオンライン化」参照
※②の詳細は別提案「⽴会受付等のオンライン化」参照
※③の詳細は別提案「道路⼯事調整DX」参照

※④の詳細は別提案「カメラ搭載⾞両を活⽤した道路周辺情報の管理効率化」参照
※⑤の詳細は別提案「橋梁本体および添架設備の共同点検による効率化」参照
※⑥の詳細は別提案「地図情報ｼｽﾃﾑ(トリプルIP)を活⽤した公共ｲﾝﾌﾗ管理のDX」参照


